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加速する銀行業界の海外ビジネス
と対象顧客の変化

国内銀行における海外ビジネスの貢献度
合いは日に日に高まっている。メガバン
クであれば収益の半分を稼ぐ重要な柱の
一つである。力を入れる背景には下記の
ような変化があると認識している。

・海外市場の成長
    - 経済成長の取り込み
   （旺盛な海外の資金需要に対応）

・ 対象顧客の変化
    - 日本企業から現地海外企業へのすそ

野の拡大

・ 社会構造の変化
  - デジタルシフトにより国籍を問わず、

最適なサービスを顧客が選択するこ
とが可能

従来の銀行は、日本企業の海外進出に合
わせる形で海外へ進出しており、海外の

経済成長を日本企業が取り込む支援をす
ることで銀行自身のビジネスを拡大して
きた。今後の更なる成長の為、日本企業
だけではなく現地海外企業の顧客化に向
けた取り組みへシフトするものと認識し
ている。

日本流オペレーション・基幹系シ
ステムによる高コスト化

一方で、現在の海外オペレーション・シ
ステムは多くの場合、国内と同様の手続
きを海外でも行うことを前提とし、そこ
に各国の商慣習等を加え、独自にオペ
レーション・システムを構築している
ケースが多い。

コスト意識を持った金融機関では、基本
は既存オペレーション・システムをでき
るだけ変えず、対応できるよう標準シス
テムを定義することで、要件＝コストの
上振れを防ごうとする取り組みが始まっ
ている。

しかし、結果的には、現地拠点の「必須
要件」の言葉に負けて、独自要件を追加
し、標準の原形を留めないオペレーショ
ン・システムになってしまうことが多い
のではないだろうか。

標準オペレーション・システムを徹底す
る事は非常に難しい。多くの場合各行独
自の基幹システムを構築しているからこ
そ、要求に併せてカスタマイズできてし
まう。

法令要件か否かの判断、要件の投資対効
果の判断ができず結果として要件をその
まま実装してしまう。これこそがオペ
レーション・システムコストを押し上げ
る大きな要因の1つとなる。

オペレーション・システムは上述のよう
に複雑化し、オペレーション要員は固定
化・システムはメンテナンスのコストの
かかる構造となっていく。

海外先進行によるオペレーショ
ン・システム標準化アプローチ

これらの状況を回避するため、海外先進
行は標準オペレーション・システムの方
針を徹底している。

各国の現地要件の精査は厳しく行われ、
既存の標準をベースにした事務遂行を強
く求められる。

オペレーション・システムの集約を前提
とした標準化の徹底を行っているのである。

各国の商慣習に準拠しながら、標準と固
有を両立させることはオペーレション・
システム共に設計の思想が必要となる。

これまでの銀行による海外進出の歴史を
踏まえると日本企業顧客へのサービスレ
ベル低下などの議論が発生するだろう。
一方で各国の現地顧客への拡大を目指す

銀行としては合理的な決断が迫られるだ
ろう。

では、ビジネスの展開を支えるオペレー
ション・システムの構造はどうあるべ
きか。

グローバルビジネスを前提とした
システムアーキテクチャへ

これまでの海外系システムには、下記3

種の要件が区分けなく実装されてきた
（図表1）。

・銀行業務要件
   - グローバルで共通した銀行業務を行

うための必須機能

・地域要件
   - 地域・国で共通で求められる法的要

件をカバーするための必須機能

・拠点要件
   - サービス提供拠点におけるコスト低

減や差別化となる機能

これに伴い、ある要件変更によるプログ
ラム修正およびテストが膨大となり、結
果としてコストが高くなっていた。ま
た、オペレーションは拠点独自のものと
なり、属人化してしまっていた。こう
いった課題を未然に防ぐためには、まず
はある要件が前述の3種のどれに該当す
るか分類を明確化する必要がある。

これらを明確化したアーキテクチャを構
築することで、要件変更に伴うプログラ
ム修正およびテスト範囲を極小化でき、
コスト低減が可能となる。

また、要件の分類を明確化するために
は、要件を深く確認して、法的要件なの
か、ただの要望なのか、要望だとする場
合には、投資対効果はあるのかという検
証が必要となり、どの領域の要件かに
よって意思決定のレベルを変えることが
できる（図表2）。

現実には、上記のように割り切れない要
件が出てくる場合もあるが、これらの取
り組みによりユーザ／システム双方に対
してビジネス上の必要性やコストの観点
を植え付けることができる。

テクノロジーの進展を前提とした
オペレーティングモデルへ

海外先進行は既に国・支店単位でのオペ
レーションではなく、地域単位でのオペ
レーションを志向しセンターを構築して
いる。さらには、システムとオペレー
ションセンターの一体運営を実現してい
るケースは多い（図表3）。

そのように共通化できるポイントは、こ
れまで述べてきた通り、要件の種類を分
けたシステム構造とし、人手を排除した
オペレーションを構築し、判断が必要な
業務を絞りこみ、法的要件・テクノロ
ジーの変化に強い構造にすることである。

オペレーション・基幹系システム
構造の変革アプローチ

上述のようなオペレーション・基幹シス
テムアーキテクチャに変革するために
は、変革プログラムが必要となる（図表
4）。

検討ステップとしては、「①どのような
オペレーション・システム構造を目指す
か？」「②システム構造をどう変える
か？」「③どのようなステップで変革さ
せるか？」となるが、重要となるのは②
③である。

「②システム構造をどう変えるか？」に
ついては、従来は自前主義でシステムを
構築してきたが、基幹系パッケージの登
場により、時間・最新アーキテクチャを
買うという観点で選択肢が増えている。
提供サービス・投資対効果を加味して選
択肢として検討すべきであろう（組み合
わせも含めて）。

次に、「③どのようなステップで変革さ
せるか？」については、既存システムか
らの変革を前提にすると、変化にあたっ
ては拠点別に抵抗が発生する。それを極
小化するためには、オペレーション集約
後に行うことも選択肢として考えられ
る。システム・オペレーションをバラバ
ラに検討するのではなく一体で検討する
ことが重要である。

おわりに

海外ビジネス展開においては、機動的に
低コストで立上りができる体制を構築す
ることが求められていると認識してい
る。本稿がオペレーション・基幹システ
ムの変革について考える一助となれば幸
いである。

足許では、Brexit後の継続対応や今後想
定される様々な施策への柔軟性が求めら
れているが、本稿ではグローバルの知見
や事例を基に2022年のキャピタルマー
ケットの将来動向を予測した「Accenture 

Capital Market Vision 2022」に掲げら
れる17のチャレンジを紹介したい（図表
1）。

Accenture Capital Market Vision 
2022

1. 投資商品・流通・サービスの変革

デジタル・プラットフォームの構築に
よって、商品や地域毎に細分化された投
資商品の開発・販売・管理プロセスを統
合することによるコスト削減を図る。

2. AIによる投資管理の変革

従来人間の頭脳によって構築されてきた
投資ポートフォリオの最適化を、AIに
よってより迅速に、より効率的に打ち出
すプラットフォームを構築する。

3. 資本市場からの資金調達革新

発行・取引プロセスのデジタル化による
コスト削減、及び低コストを実現したプ
ラットフォーマーによって、中小企業や
中小投資家が参入可能となり、資金調達
市場の裾野が拡大する。

4. 企業財務サービスのデジタル化

デジタル化によって低コストサービスが
提供可能となり、大手金融機関がこれま
では投資対効果見合いでサービスを提供
できなかった中小企業顧客に対しても
サービスの提供が可能になる。

5. “電子取引”から“デジタル”なセール
スとサービスへ

社内向けの顧客管理と業務プロセスのデ
ジタル化、および業界共通のプラット
フォームの構築による企業間ワークフ
ローの最適化すらも可能となる。

6. トレーディング収益への依存からの脱
却とオペレーティング・モデル

高度なプラットフォームを活用した流動
性の供給へシフトする中で、セルサイド
はトレーディング戦略の転換が求められ
ている。

7. リスク管理プラットフォームのビジネ
ス機会の獲得

高度なリスク管理プラットフォームの開
発で、先行した大手金融機関は中堅金
融機関に自社プラットフォームを提供す
ることによる収益基盤の拡大を狙って
いる。

8. 分散型台帳技術（DLT）と事務作業の
機械化による、ポスト・トレーディング
プロセスの抜本改革

社内で実現可能な効率化余地が限界に達
し始めており、分散型台帳技術等の業界
共通のソリューションの導入やオペレー

Brexitによる影響や余波が冷めやらぬ昨今、資本市場を取
り巻く環境においても更なる対応や変革が求められている。
他方、世界各国においては先進的なテクノロジーを用いた
成功体験も続々と生み出され、マーケットにインパクトを
与えている。

これらの動向を踏まえ、当社ではグローバルの知見や事例
を基に2022年のキャピタルマーケットの将来動向を予測し
た「Accenture Capital Market Vision 2022」と題したレポ
ートを発刊。

本稿ではその内容を紹介しつつ、具体的なソリューション
事 例 と し て 「 デ ジ タ ル ・ エ ク ス ペ リ エ ン ス ・ プ ラ ッ ト
フォーム」についても触れていきたい。

本稿を通じて、“喫緊の足許対応”と“将来を見据えた戦略施
策”を立案するための足掛かりとなることを期待したい。

Accenture Capital Market Vision 2022
～Brexit後の足許対応と、将来を見据えた中長期計画

ションそのものからの脱却等、抜本的な
改革が求められている。

9. 1,000億ドル規模のリスク・コンプラ
イアンス機能の変革

人手によってAML要確認と判断された取
引のうちの99.9%が実際には「問題のな
い」取引である一方で、不正取引のうち
実際に防止されたのは1%に過ぎないと
推定され、喫緊の対応が求められている。

10. 新しい人材の雇用と管理

従来の証券マンでは無くIT技術者確保の
重要性が増す中において、優秀な人材の
奪い合いは同業種間でなく先進的なテク
ノロジー企業との間で繰り広げられるこ
とになるであろう。

11. データ主導型のマネジメント

思い込みや勘に頼るのではなく、経営層
がデータ主導の考え方を採用し、有効活

用されていなかったデータをAIやアナリ
ティクスを駆使して活用する。

12. 戦略的かつ戦術的なIT投資への体系
的アプローチ

フィンテック投資の収益率が低いという
課題を打開するには、従来のPoCに留ま
らず、大々的に実践するための適切な環
境設計・組織/運用モデル構築が重要で
ある。

13. デジタル時代における実体のある
サービス

Brexitを始めとする近年の反グローバリ
ズムの動きに対しては、地理的インフラ
の有効性を考慮した上で、データ・テク
ノロジーを活用して地域特有のビジネス
ニーズに応えていく必要がある。

14. 柔軟かつ堅牢なインフラストラク
チャの構築

金融機関の多くが、既存のサイバーレジ
リエンス能力の高さを自負しているが、
サイバー攻撃による7回の試みのうち1回
は成功し、うち半数近くが1週間以上検
出されない状況であり、現状の改善が切
に求められている。

15. 新時代の一部としてのレガシー

積年のM&A等の遺物である断片化。ス
パゲティ化したレガシーシステムを最適
化しつつ、新システムプラットフォーム
へのモダナイゼーションが求められて
いる。

16. 規模の追求またはM&Aから競争優位
性への転換

デジタル技術の革新やFintech企業の更
なる台頭を見越した上で、業務・IT運用
プロセスや人員、ITインフラの最適化・
コントロールするための適切な組織・リ
ソースへの継続投資の必要性が高まって
いる。

17. 利益を生むためのビジネス規模の縮小

収益の上方修正を目指すのではなく、よ
り収益性の高いニッチ市場をターゲット
とした収益モデルへのシフトも検討する
ことが必要。

将来動向を見据えた戦略的
ソリューション例

（Digital Experience Platform）

上述の通り、資本市場における動向やテ
クノロジーの進化による影響は目まぐる
しく、予期できる事柄にも限界があると
も言えよう。その中で、外的要因や制約
に縛られることなく、比較的容易に着手
しやすく、また将来的な有用性も担保可
能と考えられるソリューションの一つとし
て、ここではDigital Experience Platform

（以下DXP）を紹介したい（図表2）。
同ソリューションコンセプトは以下3点
に集約される。

・既存資産の活用を前提とした、情報資
産の部門間密連携

・先進的なUI/UXにより実現されるデジ
タルセールス

・データ主導型のマネジメント

DXPでは、各事業部門に散在している顧
客情報、過去事例、また眠ってしまって
いる成功体験等をDXP上に集約・共有す
ることで情報取得にかかる効率を高め、
営業時間の創出と営業パフォーマンスの
底上げに寄与する。またAnalyticsやAI

を組み合わせることで、人間では処理し
きれなかった膨大なデータ解析による、
勝ちパターンや黄金律を発見する可能性
も高めることが可能になる。更には、購
買・取引傾向等の顧客関連データと、取
引執行・リスク管理までの一連のプロセ
スをシステム的に結びつけることで、よ
りパーソナライズされた顧客サービス改
善に寄与することも期待できる。

最後に

これまで、国境を越えたシームレスな顧
客サービス提供力はグローバル金融機関
が競争優位性を保ってきたが、近年の
BrexitやGDPRといった国家・地域政策
がこれを揺るがす恐れもあろう。こう
いった外部環境の劇的変化に加え、テク
ノロジーの進化も目まぐるしく、国内外
の投資銀行が直面する難題は多い。

その中で、想定されるリスクシナリオを
識別し、独自の将来像を描いた上で必要
な変革施策を打つことが肝要であり、弊
社としてもその一助になりたいと考えて
いる。
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システムアーキテクチャへ

これまでの海外系システムには、下記3

種の要件が区分けなく実装されてきた
（図表1）。

・銀行業務要件
   - グローバルで共通した銀行業務を行

うための必須機能

・地域要件
   - 地域・国で共通で求められる法的要

件をカバーするための必須機能

・拠点要件
   - サービス提供拠点におけるコスト低

減や差別化となる機能

これに伴い、ある要件変更によるプログ
ラム修正およびテストが膨大となり、結
果としてコストが高くなっていた。ま
た、オペレーションは拠点独自のものと
なり、属人化してしまっていた。こう
いった課題を未然に防ぐためには、まず
はある要件が前述の3種のどれに該当す
るか分類を明確化する必要がある。

これらを明確化したアーキテクチャを構
築することで、要件変更に伴うプログラ
ム修正およびテスト範囲を極小化でき、
コスト低減が可能となる。

また、要件の分類を明確化するために
は、要件を深く確認して、法的要件なの
か、ただの要望なのか、要望だとする場
合には、投資対効果はあるのかという検
証が必要となり、どの領域の要件かに
よって意思決定のレベルを変えることが
できる（図表2）。

現実には、上記のように割り切れない要
件が出てくる場合もあるが、これらの取
り組みによりユーザ／システム双方に対
してビジネス上の必要性やコストの観点
を植え付けることができる。

テクノロジーの進展を前提とした
オペレーティングモデルへ

海外先進行は既に国・支店単位でのオペ
レーションではなく、地域単位でのオペ
レーションを志向しセンターを構築して
いる。さらには、システムとオペレー
ションセンターの一体運営を実現してい
るケースは多い（図表3）。

そのように共通化できるポイントは、こ
れまで述べてきた通り、要件の種類を分
けたシステム構造とし、人手を排除した
オペレーションを構築し、判断が必要な
業務を絞りこみ、法的要件・テクノロ
ジーの変化に強い構造にすることである。

オペレーション・基幹系システム
構造の変革アプローチ

上述のようなオペレーション・基幹シス
テムアーキテクチャに変革するために
は、変革プログラムが必要となる（図表
4）。

検討ステップとしては、「①どのような
オペレーション・システム構造を目指す
か？」「②システム構造をどう変える
か？」「③どのようなステップで変革さ
せるか？」となるが、重要となるのは②
③である。

「②システム構造をどう変えるか？」に
ついては、従来は自前主義でシステムを
構築してきたが、基幹系パッケージの登
場により、時間・最新アーキテクチャを
買うという観点で選択肢が増えている。
提供サービス・投資対効果を加味して選
択肢として検討すべきであろう（組み合
わせも含めて）。

次に、「③どのようなステップで変革さ
せるか？」については、既存システムか
らの変革を前提にすると、変化にあたっ
ては拠点別に抵抗が発生する。それを極
小化するためには、オペレーション集約
後に行うことも選択肢として考えられ
る。システム・オペレーションをバラバ
ラに検討するのではなく一体で検討する
ことが重要である。

おわりに

海外ビジネス展開においては、機動的に
低コストで立上りができる体制を構築す
ることが求められていると認識してい
る。本稿がオペレーション・基幹システ
ムの変革について考える一助となれば幸
いである。

足許では、Brexit後の継続対応や今後想
定される様々な施策への柔軟性が求めら
れているが、本稿ではグローバルの知見
や事例を基に2022年のキャピタルマー
ケットの将来動向を予測した「Accenture 

Capital Market Vision 2022」に掲げら
れる17のチャレンジを紹介したい（図表
1）。

Accenture Capital Market Vision 
2022

1. 投資商品・流通・サービスの変革

デジタル・プラットフォームの構築に
よって、商品や地域毎に細分化された投
資商品の開発・販売・管理プロセスを統
合することによるコスト削減を図る。

2. AIによる投資管理の変革

従来人間の頭脳によって構築されてきた
投資ポートフォリオの最適化を、AIに
よってより迅速に、より効率的に打ち出
すプラットフォームを構築する。

3. 資本市場からの資金調達革新

発行・取引プロセスのデジタル化による
コスト削減、及び低コストを実現したプ
ラットフォーマーによって、中小企業や
中小投資家が参入可能となり、資金調達
市場の裾野が拡大する。

4. 企業財務サービスのデジタル化

デジタル化によって低コストサービスが
提供可能となり、大手金融機関がこれま
では投資対効果見合いでサービスを提供
できなかった中小企業顧客に対しても
サービスの提供が可能になる。

5. “電子取引”から“デジタル”なセール
スとサービスへ

社内向けの顧客管理と業務プロセスのデ
ジタル化、および業界共通のプラット
フォームの構築による企業間ワークフ
ローの最適化すらも可能となる。

6. トレーディング収益への依存からの脱
却とオペレーティング・モデル

高度なプラットフォームを活用した流動
性の供給へシフトする中で、セルサイド
はトレーディング戦略の転換が求められ
ている。

7. リスク管理プラットフォームのビジネ
ス機会の獲得

高度なリスク管理プラットフォームの開
発で、先行した大手金融機関は中堅金
融機関に自社プラットフォームを提供す
ることによる収益基盤の拡大を狙って
いる。

8. 分散型台帳技術（DLT）と事務作業の
機械化による、ポスト・トレーディング
プロセスの抜本改革

社内で実現可能な効率化余地が限界に達
し始めており、分散型台帳技術等の業界
共通のソリューションの導入やオペレー
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図表1  キャピタル・マーケットにおける17のチャレンジ

ションそのものからの脱却等、抜本的な
改革が求められている。

9. 1,000億ドル規模のリスク・コンプラ
イアンス機能の変革

人手によってAML要確認と判断された取
引のうちの99.9%が実際には「問題のな
い」取引である一方で、不正取引のうち
実際に防止されたのは1%に過ぎないと
推定され、喫緊の対応が求められている。

10. 新しい人材の雇用と管理

従来の証券マンでは無くIT技術者確保の
重要性が増す中において、優秀な人材の
奪い合いは同業種間でなく先進的なテク
ノロジー企業との間で繰り広げられるこ
とになるであろう。

11. データ主導型のマネジメント

思い込みや勘に頼るのではなく、経営層
がデータ主導の考え方を採用し、有効活

用されていなかったデータをAIやアナリ
ティクスを駆使して活用する。

12. 戦略的かつ戦術的なIT投資への体系
的アプローチ

フィンテック投資の収益率が低いという
課題を打開するには、従来のPoCに留ま
らず、大々的に実践するための適切な環
境設計・組織/運用モデル構築が重要で
ある。

13. デジタル時代における実体のある
サービス

Brexitを始めとする近年の反グローバリ
ズムの動きに対しては、地理的インフラ
の有効性を考慮した上で、データ・テク
ノロジーを活用して地域特有のビジネス
ニーズに応えていく必要がある。

14. 柔軟かつ堅牢なインフラストラク
チャの構築

金融機関の多くが、既存のサイバーレジ
リエンス能力の高さを自負しているが、
サイバー攻撃による7回の試みのうち1回
は成功し、うち半数近くが1週間以上検
出されない状況であり、現状の改善が切
に求められている。

15. 新時代の一部としてのレガシー

積年のM&A等の遺物である断片化。ス
パゲティ化したレガシーシステムを最適
化しつつ、新システムプラットフォーム
へのモダナイゼーションが求められて
いる。

16. 規模の追求またはM&Aから競争優位
性への転換

デジタル技術の革新やFintech企業の更
なる台頭を見越した上で、業務・IT運用
プロセスや人員、ITインフラの最適化・
コントロールするための適切な組織・リ
ソースへの継続投資の必要性が高まって
いる。

17. 利益を生むためのビジネス規模の縮小

収益の上方修正を目指すのではなく、よ
り収益性の高いニッチ市場をターゲット
とした収益モデルへのシフトも検討する
ことが必要。

将来動向を見据えた戦略的
ソリューション例

（Digital Experience Platform）

上述の通り、資本市場における動向やテ
クノロジーの進化による影響は目まぐる
しく、予期できる事柄にも限界があると
も言えよう。その中で、外的要因や制約
に縛られることなく、比較的容易に着手
しやすく、また将来的な有用性も担保可
能と考えられるソリューションの一つとし
て、ここではDigital Experience Platform

（以下DXP）を紹介したい（図表2）。
同ソリューションコンセプトは以下3点
に集約される。

・既存資産の活用を前提とした、情報資
産の部門間密連携

・先進的なUI/UXにより実現されるデジ
タルセールス

・データ主導型のマネジメント

DXPでは、各事業部門に散在している顧
客情報、過去事例、また眠ってしまって
いる成功体験等をDXP上に集約・共有す
ることで情報取得にかかる効率を高め、
営業時間の創出と営業パフォーマンスの
底上げに寄与する。またAnalyticsやAI

を組み合わせることで、人間では処理し
きれなかった膨大なデータ解析による、
勝ちパターンや黄金律を発見する可能性
も高めることが可能になる。更には、購
買・取引傾向等の顧客関連データと、取
引執行・リスク管理までの一連のプロセ
スをシステム的に結びつけることで、よ
りパーソナライズされた顧客サービス改
善に寄与することも期待できる。

最後に

これまで、国境を越えたシームレスな顧
客サービス提供力はグローバル金融機関
が競争優位性を保ってきたが、近年の
BrexitやGDPRといった国家・地域政策
がこれを揺るがす恐れもあろう。こう
いった外部環境の劇的変化に加え、テク
ノロジーの進化も目まぐるしく、国内外
の投資銀行が直面する難題は多い。

その中で、想定されるリスクシナリオを
識別し、独自の将来像を描いた上で必要
な変革施策を打つことが肝要であり、弊
社としてもその一助になりたいと考えて
いる。

1. 投資商品・流通・サービスの変革 
デジタルな世界における2,000億ドルを超えるバリューチェーンの再構築

2. AIによる投資管理の変革
ポートフォリオ構築のコストを大幅に削減し、
市場平均を上回るアルファに焦点を当てる

3. 資本市場からの資金調達の革新
発行プロセスの機械化と投資家層の拡大

4. 企業財務サービスのデジタル化
デジタルな価値とコストにおいて企業をサ
ポートする

5. 電子取引からデジタルなセールス
とサービスへ�
フロントエンド全体における改革

6.トレーディング収益への依存からの脱
却とオペレーティング・モデル �
新しい世界おける流動性の供給、内製化と取引
プラットフォーム

7.リスク管理プラットフォームのビジネス機
会の獲得 �
マーケットインフラによる次のビジネスの展開

8. 分散型台帳技術（DLT）と事務作業の機械化による、ポスト・トレーディ
ングプロセスの抜本改革 �
古い決済プロセスとサービスプロセスを新しいスタイルのマーケットインフラに転換

9. 1,000億ドル規模のリスク・コンプライアンス機能の変革  �
デジタル時代における3線防衛モデルの構築

10. 新しい人材の雇用と管理  �
人事と経営を連携・一致させて、新たなスキ
ルセットとチーム構成を作り出す

11. データ主導型のマネジメント  �
有効活用されていなかったデータをビジネス・
インパクトへ転換

15. 新時代の一部としてのレガシー 
伝統的なものを取扱いつつ、新しいものへシフトする

16. 規模の追求またはM&Aから競争優位性への転換
業界再編に整合的なオペレーティング・モデル

17. 利益を生むためのビジネス規模の縮小 
かつては中核であったビジネスからの移行

12. 戦略的かつ戦術的なIT投資への体系的ア
プローチ 
フィンテック投資からビジネス・インパクトを生
み出す

13. デジタル時代における実体のあるサービス
デジタル化と地域密着化におけるロケーション戦略

14.  柔軟かつ堅牢なインフラストラクチャの構築
クラウドとサイバーテクノロジーを組み合わせて近代
的なインフラストラクチャを構築する
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加速する銀行業界の海外ビジネス
と対象顧客の変化

国内銀行における海外ビジネスの貢献度
合いは日に日に高まっている。メガバン
クであれば収益の半分を稼ぐ重要な柱の
一つである。力を入れる背景には下記の
ような変化があると認識している。

・海外市場の成長
    - 経済成長の取り込み
   （旺盛な海外の資金需要に対応）

・ 対象顧客の変化
    - 日本企業から現地海外企業へのすそ

野の拡大

・ 社会構造の変化
  - デジタルシフトにより国籍を問わず、

最適なサービスを顧客が選択するこ
とが可能

従来の銀行は、日本企業の海外進出に合
わせる形で海外へ進出しており、海外の

経済成長を日本企業が取り込む支援をす
ることで銀行自身のビジネスを拡大して
きた。今後の更なる成長の為、日本企業
だけではなく現地海外企業の顧客化に向
けた取り組みへシフトするものと認識し
ている。

日本流オペレーション・基幹系シ
ステムによる高コスト化

一方で、現在の海外オペレーション・シ
ステムは多くの場合、国内と同様の手続
きを海外でも行うことを前提とし、そこ
に各国の商慣習等を加え、独自にオペ
レーション・システムを構築している
ケースが多い。

コスト意識を持った金融機関では、基本
は既存オペレーション・システムをでき
るだけ変えず、対応できるよう標準シス
テムを定義することで、要件＝コストの
上振れを防ごうとする取り組みが始まっ
ている。

しかし、結果的には、現地拠点の「必須
要件」の言葉に負けて、独自要件を追加
し、標準の原形を留めないオペレーショ
ン・システムになってしまうことが多い
のではないだろうか。

標準オペレーション・システムを徹底す
る事は非常に難しい。多くの場合各行独
自の基幹システムを構築しているからこ
そ、要求に併せてカスタマイズできてし
まう。

法令要件か否かの判断、要件の投資対効
果の判断ができず結果として要件をその
まま実装してしまう。これこそがオペ
レーション・システムコストを押し上げ
る大きな要因の1つとなる。

オペレーション・システムは上述のよう
に複雑化し、オペレーション要員は固定
化・システムはメンテナンスのコストの
かかる構造となっていく。

海外先進行によるオペレーショ
ン・システム標準化アプローチ

これらの状況を回避するため、海外先進
行は標準オペレーション・システムの方
針を徹底している。

各国の現地要件の精査は厳しく行われ、
既存の標準をベースにした事務遂行を強
く求められる。

オペレーション・システムの集約を前提
とした標準化の徹底を行っているのである。

各国の商慣習に準拠しながら、標準と固
有を両立させることはオペーレション・
システム共に設計の思想が必要となる。

これまでの銀行による海外進出の歴史を
踏まえると日本企業顧客へのサービスレ
ベル低下などの議論が発生するだろう。
一方で各国の現地顧客への拡大を目指す

銀行としては合理的な決断が迫られるだ
ろう。

では、ビジネスの展開を支えるオペレー
ション・システムの構造はどうあるべ
きか。

グローバルビジネスを前提とした
システムアーキテクチャへ

これまでの海外系システムには、下記3

種の要件が区分けなく実装されてきた
（図表1）。

・銀行業務要件
   - グローバルで共通した銀行業務を行

うための必須機能

・地域要件
   - 地域・国で共通で求められる法的要

件をカバーするための必須機能

・拠点要件
   - サービス提供拠点におけるコスト低

減や差別化となる機能

これに伴い、ある要件変更によるプログ
ラム修正およびテストが膨大となり、結
果としてコストが高くなっていた。ま
た、オペレーションは拠点独自のものと
なり、属人化してしまっていた。こう
いった課題を未然に防ぐためには、まず
はある要件が前述の3種のどれに該当す
るか分類を明確化する必要がある。

これらを明確化したアーキテクチャを構
築することで、要件変更に伴うプログラ
ム修正およびテスト範囲を極小化でき、
コスト低減が可能となる。

また、要件の分類を明確化するために
は、要件を深く確認して、法的要件なの
か、ただの要望なのか、要望だとする場
合には、投資対効果はあるのかという検
証が必要となり、どの領域の要件かに
よって意思決定のレベルを変えることが
できる（図表2）。

現実には、上記のように割り切れない要
件が出てくる場合もあるが、これらの取
り組みによりユーザ／システム双方に対
してビジネス上の必要性やコストの観点
を植え付けることができる。

テクノロジーの進展を前提とした
オペレーティングモデルへ

海外先進行は既に国・支店単位でのオペ
レーションではなく、地域単位でのオペ
レーションを志向しセンターを構築して
いる。さらには、システムとオペレー
ションセンターの一体運営を実現してい
るケースは多い（図表3）。

そのように共通化できるポイントは、こ
れまで述べてきた通り、要件の種類を分
けたシステム構造とし、人手を排除した
オペレーションを構築し、判断が必要な
業務を絞りこみ、法的要件・テクノロ
ジーの変化に強い構造にすることである。

オペレーション・基幹系システム
構造の変革アプローチ

上述のようなオペレーション・基幹シス
テムアーキテクチャに変革するために
は、変革プログラムが必要となる（図表
4）。

検討ステップとしては、「①どのような
オペレーション・システム構造を目指す
か？」「②システム構造をどう変える
か？」「③どのようなステップで変革さ
せるか？」となるが、重要となるのは②
③である。

「②システム構造をどう変えるか？」に
ついては、従来は自前主義でシステムを
構築してきたが、基幹系パッケージの登
場により、時間・最新アーキテクチャを
買うという観点で選択肢が増えている。
提供サービス・投資対効果を加味して選
択肢として検討すべきであろう（組み合
わせも含めて）。

次に、「③どのようなステップで変革さ
せるか？」については、既存システムか
らの変革を前提にすると、変化にあたっ
ては拠点別に抵抗が発生する。それを極
小化するためには、オペレーション集約
後に行うことも選択肢として考えられ
る。システム・オペレーションをバラバ
ラに検討するのではなく一体で検討する
ことが重要である。

おわりに

海外ビジネス展開においては、機動的に
低コストで立上りができる体制を構築す
ることが求められていると認識してい
る。本稿がオペレーション・基幹システ
ムの変革について考える一助となれば幸
いである。

足許では、Brexit後の継続対応や今後想
定される様々な施策への柔軟性が求めら
れているが、本稿ではグローバルの知見
や事例を基に2022年のキャピタルマー
ケットの将来動向を予測した「Accenture 

Capital Market Vision 2022」に掲げら
れる17のチャレンジを紹介したい（図表
1）。

Accenture Capital Market Vision 
2022

1. 投資商品・流通・サービスの変革

デジタル・プラットフォームの構築に
よって、商品や地域毎に細分化された投
資商品の開発・販売・管理プロセスを統
合することによるコスト削減を図る。

2. AIによる投資管理の変革

従来人間の頭脳によって構築されてきた
投資ポートフォリオの最適化を、AIに
よってより迅速に、より効率的に打ち出
すプラットフォームを構築する。

3. 資本市場からの資金調達革新

発行・取引プロセスのデジタル化による
コスト削減、及び低コストを実現したプ
ラットフォーマーによって、中小企業や
中小投資家が参入可能となり、資金調達
市場の裾野が拡大する。

4. 企業財務サービスのデジタル化

デジタル化によって低コストサービスが
提供可能となり、大手金融機関がこれま
では投資対効果見合いでサービスを提供
できなかった中小企業顧客に対しても
サービスの提供が可能になる。

5. “電子取引”から“デジタル”なセール
スとサービスへ

社内向けの顧客管理と業務プロセスのデ
ジタル化、および業界共通のプラット
フォームの構築による企業間ワークフ
ローの最適化すらも可能となる。

6. トレーディング収益への依存からの脱
却とオペレーティング・モデル

高度なプラットフォームを活用した流動
性の供給へシフトする中で、セルサイド
はトレーディング戦略の転換が求められ
ている。

7. リスク管理プラットフォームのビジネ
ス機会の獲得

高度なリスク管理プラットフォームの開
発で、先行した大手金融機関は中堅金
融機関に自社プラットフォームを提供す
ることによる収益基盤の拡大を狙って
いる。

8. 分散型台帳技術（DLT）と事務作業の
機械化による、ポスト・トレーディング
プロセスの抜本改革

社内で実現可能な効率化余地が限界に達
し始めており、分散型台帳技術等の業界
共通のソリューションの導入やオペレー

2019 Accenture All rights reserved. ©

図表2  Digital Experience Platformの概要・コンセプト

ションそのものからの脱却等、抜本的な
改革が求められている。

9. 1,000億ドル規模のリスク・コンプラ
イアンス機能の変革

人手によってAML要確認と判断された取
引のうちの99.9%が実際には「問題のな
い」取引である一方で、不正取引のうち
実際に防止されたのは1%に過ぎないと
推定され、喫緊の対応が求められている。

10. 新しい人材の雇用と管理

従来の証券マンでは無くIT技術者確保の
重要性が増す中において、優秀な人材の
奪い合いは同業種間でなく先進的なテク
ノロジー企業との間で繰り広げられるこ
とになるであろう。

11. データ主導型のマネジメント

思い込みや勘に頼るのではなく、経営層
がデータ主導の考え方を採用し、有効活

用されていなかったデータをAIやアナリ
ティクスを駆使して活用する。

12. 戦略的かつ戦術的なIT投資への体系
的アプローチ

フィンテック投資の収益率が低いという
課題を打開するには、従来のPoCに留ま
らず、大々的に実践するための適切な環
境設計・組織/運用モデル構築が重要で
ある。

13. デジタル時代における実体のある
サービス

Brexitを始めとする近年の反グローバリ
ズムの動きに対しては、地理的インフラ
の有効性を考慮した上で、データ・テク
ノロジーを活用して地域特有のビジネス
ニーズに応えていく必要がある。

14. 柔軟かつ堅牢なインフラストラク
チャの構築

金融機関の多くが、既存のサイバーレジ
リエンス能力の高さを自負しているが、
サイバー攻撃による7回の試みのうち1回
は成功し、うち半数近くが1週間以上検
出されない状況であり、現状の改善が切
に求められている。

15. 新時代の一部としてのレガシー

積年のM&A等の遺物である断片化。ス
パゲティ化したレガシーシステムを最適
化しつつ、新システムプラットフォーム
へのモダナイゼーションが求められて
いる。

16. 規模の追求またはM&Aから競争優位
性への転換

デジタル技術の革新やFintech企業の更
なる台頭を見越した上で、業務・IT運用
プロセスや人員、ITインフラの最適化・
コントロールするための適切な組織・リ
ソースへの継続投資の必要性が高まって
いる。

17. 利益を生むためのビジネス規模の縮小

収益の上方修正を目指すのではなく、よ
り収益性の高いニッチ市場をターゲット
とした収益モデルへのシフトも検討する
ことが必要。

将来動向を見据えた戦略的
ソリューション例

（Digital Experience Platform）

上述の通り、資本市場における動向やテ
クノロジーの進化による影響は目まぐる
しく、予期できる事柄にも限界があると
も言えよう。その中で、外的要因や制約
に縛られることなく、比較的容易に着手
しやすく、また将来的な有用性も担保可
能と考えられるソリューションの一つとし
て、ここではDigital Experience Platform

（以下DXP）を紹介したい（図表2）。
同ソリューションコンセプトは以下3点
に集約される。

・既存資産の活用を前提とした、情報資
産の部門間密連携

・先進的なUI/UXにより実現されるデジ
タルセールス

・データ主導型のマネジメント

DXPでは、各事業部門に散在している顧
客情報、過去事例、また眠ってしまって
いる成功体験等をDXP上に集約・共有す
ることで情報取得にかかる効率を高め、
営業時間の創出と営業パフォーマンスの
底上げに寄与する。またAnalyticsやAI

を組み合わせることで、人間では処理し
きれなかった膨大なデータ解析による、
勝ちパターンや黄金律を発見する可能性
も高めることが可能になる。更には、購
買・取引傾向等の顧客関連データと、取
引執行・リスク管理までの一連のプロセ
スをシステム的に結びつけることで、よ
りパーソナライズされた顧客サービス改
善に寄与することも期待できる。

最後に

これまで、国境を越えたシームレスな顧
客サービス提供力はグローバル金融機関
が競争優位性を保ってきたが、近年の
BrexitやGDPRといった国家・地域政策
がこれを揺るがす恐れもあろう。こう
いった外部環境の劇的変化に加え、テク
ノロジーの進化も目まぐるしく、国内外
の投資銀行が直面する難題は多い。

その中で、想定されるリスクシナリオを
識別し、独自の将来像を描いた上で必要
な変革施策を打つことが肝要であり、弊
社としてもその一助になりたいと考えて
いる。

2. AIによる投資管理の変革
ポートフォリオ構築のコストを大幅に削減し、
市場平均を上回るアルファに焦点を当てる

3. 資本市場からの資金調達の革新
発行プロセスの機械化と投資家層の拡大

DigitalExperiencePlatformの概要 コンセプト
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情報登録

時価管理

在庫管理

情報登録

情報検索

公開範囲制御

案件分析

ニーズ分析

提案・
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マーケット・
企業分析

営業活動
モニタリング

依頼

稟議・
申請起案

必要書類
作成

文書審査

契約手続

決済・入出金

顧客情報 活動記録 案件情報 商品・
銘柄情報

進捗・計数 訪問・提案
レコメンド

営業活動
モニタリング

部門A
部門B

部門C

・・・

事業間連携

営業パフォーマンスの底上げ

優れた操作性

既存システムとの親和性

・ トータルソリューション提案に必要不可欠な「各事業の情報
の繋がり」をシステマチックに見える化

・ 横串を通した提案ストーリー作成に必要な「気づき」を提供

・ 未整備・未活用の情報(コンサル診断結果、等)を吸い上げ、
黄金パターンや、過去の好事例の提案書を共有

・ 成功体験を横展開し、営業担当者のベース提案力を向上

・ 先進的なUI/UXにより、ユーザの直感的な操作を実現

・ 社内の既存システムや外部システムと簡易に連携できる仕組
みとすることで、タイムリーなサービスインを実現

営業時間の創出

・ 情報取得にかかる業務効率を改善することで、営業時間を創出


